
持ち家率にみる首都圏住宅需要の変化
 ～2013年から2023年の持ち家率低下の背景～

　低金利が続いていたにもかかわらず、2013年から2023年にかけて首都圏では全ての地域で持ち家率が低下
した。その背景には住宅価格の上昇や住まいに対する価値観の変化があると考えられる。一方で地域別・年代別
にみると異なる傾向もみられる。本稿では首都圏における2013年から2023年にかけての年代別の持ち家率
の変化について考察していく。
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首都圏の年代別持ち家率（2013年）図表1

首都圏の年代別持ち家率の変化（2013～2023年）図表2

今後の居住形態の意向（持ち家・借家別）図表3

2013年の持ち家率の全国平均は61.5％であり、首都圏において
も東京都を除く3県では60％前後と全国平均と大きな違いはない。
年代別にみると、いずれの地域でも年齢の上昇に伴い持ち家率も高
くなる傾向にある。持ち家率が50％超となる年代をみると神奈川県
で40～44歳、埼玉県・千葉県はそれよりも5歳早い35～39歳である
一方、東京都は45～49歳で埼玉県・千葉県と比べ約10年遅い。この
ことから埼玉県・千葉県では比較的若い段階で持ち家を取得する
傾向があることがわかる  図表1 。

2013年から2023年の10年間の変化をみると1都3県の全てで持ち
家率が低下しており、特に20代後半から30代と50代で低下幅が大き
かった  図表2 。その要因として、住宅価格の高騰や物価高の影響が
考えられる。20代後半から30代については、非婚化・晩婚化の進行に
より住宅購入の動機が希薄になっていることに加え、親世代が就職氷
河期にあたるため、親からの資金援助を受けにくく、初回購入のハー
ドルが高まっていることが要因として考えられる。また50代については、
就職氷河期の影響により若い頃の住宅取得が難しかった層が一定数
存在していることに加え、子供の教育費負担が大きい時期と重なるな
ど複合的な要因が持ち家率低下を招いていると考えられる。
また国土交通省による「令和5年住生活総合調査」では、現在持ち
家世帯・借家世帯共に今後の持ち家へ住み替えたいと考える割合が
低下しており、住宅取得に対する価値観の変化も影響している。一方で、
今後は相続による住宅取得の増加が見込まれることから、50代の持
ち家率の上昇、そのことによる中古・賃貸市場への影響や空き家増加
などへの影響が考えられる  図表3 。

【1】 地域別にみた持ち家率の傾向（2013年）

【2】 世代格差が広がる2013年から2023年の変化

9月に入り、秋の虫の声が聞こえる季節となりました。今年の夏
は厳しい暑さだけでなく広範囲で災害に見舞われたこともあり、
例年以上に秋の訪れが待ち遠しく感じられました。
さて、今月号では「CCRCと高齢社会における暮らし」につい

てレポートいたしました。2050年の予測をもとに論を展開して
おりますが、25年後というのは遠い未来のようでありながら、
あっという間にやってくる年月のようにも感じられます。今から
25年前はどのような世界だっただろうと思い起こせば、ちょうど
ミレニアム（千年間）の始まりを迎えた頃であり世間では「ミレニ
アム」「IT革命」といった未来志向の言葉が飛び交っていました。
この25年間を振り返ると、私たちは大きな変化を経験してきました。
①「人口・社会構造」では、2008年をピークに日本の総人口が
減少に転じました。②「技術面」では「IT革命」から「AI」を使いこ

なす時代へと進歩しました。③「働き方」ではコロナ禍を経て、リ
モートワークという場所を選ばない就業スタイルが広がりました。
④「経済面」ではリーマンショック以降、長引くデフレ経済を経験
しました。⑤「災害・リスク面」では東日本大震災をはじめとする
大地震や、世界的なパンデミックとなった新型コロナウイルス感
染症の流行がありました。
私たちは様々な困難を乗り越えながらも、便利で豊かな時代を

享受してきましたが、ここからの25年をどのように過ごすべき
でしょうか。これまでの「住まい方」「暮らし方」の固定観念に縛ら
れず、どのようなコミュニティに身を置き、いかに自分らしく生き
るか――。これまで以上に「自分自身の人生をデザインする」こと
が求められていると感じます。本誌『CRI』が、読者の皆様にとっ
て「これからの暮らし」を描く一助となれば幸いです。

〈
鈴
木
〉

編 

集 

後 

記

10C R I’S  F o c u s
O C T.


